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供給方式

給湯方式

排水方式

消火設備

ガス設備

水道直結式 高置水槽式 加圧ポンプ式

受水槽 高置水槽

中央式 個別式

直接放流 浄化槽 分流式

屋内消火栓　 屋外消火栓 スプリンクラ－ 新ガス 泡消火

都市ガス 液化石油ガス

エネルギ－

冷温熱源

空調方式

換気方式

排煙方式

電気 ガス 油

中央 個別

第１種 第２種 第３種

自然 機械

冷凍機

蓄熱槽

単一ダクト

ル－ムエアコン

小型水熱源ヒ－トポンプユニット

ボイラー ヒ－トポンプ冷凍機 冷温水発生機

氷蓄熱ユニット

パッケ－ジ形空調機 ユニット形空調機 ファンコイルユニット

（ マルチタイプ セパレ－トタイプ ウォ－ルスル－タイプ ）

エレベ－タ－

エスカレ－タ－

非常用エレベ－タ－

乗用 車椅子兼用 荷物用 人乗 ｍ／分 台

乗用 車椅子兼用 荷物用 人乗 ｍ／分 台

乗り入れ方式

適用車種（収容台数） 大型車用（　　　台） 中型車用（　　　台） 中小型車用（　　　台）

建 ペ イ 率

合流式

台ｍ／分人乗

基幅

（           ）

屋内

II　　　解  体  工  事  特  記  仕  様  書   

（           ）

容 積 率

工       期

コジェネレ－ション

氷蓄熱ヒートポンプユニット ガスエンジンヒートポンプユニット

平成　　年　　月　　日 ～ 平成　　年　　月　　日

都市計画区域（ ・ 内　・ 外 ）

用途地域

防火地域等　（ ・ 防火  ・ 準防火 ・ 指定なし ・ ２２条）

その他の地域･地区

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

工事内容

・ 地業 (杭) ※ 図示

・ 地上構築物

・ 地下構築物          ※

・ 基礎 ※

※

図示

図示

図示

・      ※    図示

・ 

・ 

・ 外構

     ※    図示

     ※    図示

     ※    図示

９.

別途工事１０.

８. 概       要

項    目

２． 特記事項

１． 共通仕様

１章    一  般  共  通  事  項

特  記  事  項

一 般 事 項１．

電気保安技術者２．

施工条件３．

４． 施工中の

２章    仮　設　工　事

１． 仮囲い

３． 交通誘導員

４． 監理者員事務所等

５． 工事用水

６． 工事用電力

７． 工事用通路

８． その他

３章    解　体　施　工

２． 事前措置

杭解体

図面および本特記仕様書に記載されていない事項は､全て国土交通省大臣官房官庁営繕部

項目は番号に   印のついたものを適用する。

最高の高さ

機
械
駐
車
設
備

５． 現場保全等

１０．

３．

４．

解体手順

構内舗装等５．

地 下 埋 設 物６．

埋設配管等

整地・埋戻し７．

    盛土

４章   建設廃棄物の処理

１． 工事現場内の保管 分別した廃棄物の種類ごとに廃棄物処理法の規定による｢産業廃棄物保管基準｣ 

に従い保管する｡   （ 4.2.1 ）

２． 再資源化等

  （ 4.4.1 ）

以下の建設廃棄物は､1.3.10(a) によるものを除き再資源化する｡  

６． 処理に注意を要

する建設廃棄物

  （ 4.5.1 ）

５章 特別管理産業廃棄物等の処理等

１． 工事現場内の保管

  （ 5.2.1 ）

２． PCBを含む機器類及び

含有ｼｰﾘﾝｸﾞ材

  （ 5.4.-3,-4 ）

３． 廃 油 等

  （ 5.4.5 ）

４． 廃酸･廃アルカリ

  （ 5.4.6 ）

５． 特殊な建設副産物

の回収及び処分

  （ 5.5.1 ）

６章 アスベスト含有建材の除去等

１． 施工調査

  （ 6.1.3 ）

２． アスベスト粉じん

濃度測定 測定時期 測定名称

処理作業前
測定2

処理作業中

処理作業後

(シート養生中)

処理作業後(シート

撤去後１週間以降)

測定1

測定場所

  （ 6.1.4 ）

４． 工 法

（　 　　　　　　　　　 ）

  （ 6.3.2 ）

  （ 2.3.1 ）

（ 3.2.1 ）

（ 3.3.1 ）

  （ 3.8.2 ）

  （ 3.9.1 ）

  （ 3.10.1 ）

  （ 3.11.1 ）

３． 設計図書の

優先順位

  （ 1.3.3 ）

安全確保

（ 1.3.6 ）

（ 1.3.9 ）

６． 発生材の処理

（ 1.3.10 ）

７． 工事の記録

（ 1.2.3 ）

１２． 不法無線局の排除

３． 専門工事業者

  （ 6.2.1 ）

１１． 保険等

  （ 1.3.5 ）

２． 騒音・粉塵等の

対　　　策

  （ 2.2.1 ）

１． 施工調査

（ 3.1.3 ）

６． その他

８． 技術検査

（ 1.6.2 ）

４． 再資源化完了

  （ 4.4.3 ）

報 告 書 等

  （ 6.4.2 ）

５． その他

  （ 6.5.2 ）
９． 完成図等

ｺﾝｸﾘ-ﾄ塊

３． 産業廃棄物

  （ 4.4.2 ）

広域認定制度

ｺﾝｸﾘｰﾄ及び鉄からなるｺﾝｸﾘｰﾄ製品   ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘ-ﾄ破片

建設発生木材 建設発生木材（縮減による処分） 金属類

小形二次電池 蛍光ﾗﾝﾌﾟ･HIDﾗﾝﾌﾟ 硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管

再資源化物の現場での再利用（　　　　　　　　　　　　                        ）

建設廃棄物（　　　　　　　　　　　　                        ）

再資源化実施情報記録保存

５． 最終処分

  （ 4.4.4 ）

資源有効利用促進法対象工事（実施状況取りまとめ保存）

安定型処分（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

管理型処分（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

遮断型処分（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ＣＣＡ処理木材（ｸﾛﾑ･銅･ひ素化合物系木材） 但し燃焼･排ｶﾞｽ処理設備を有する

中間処理施設にて処理する｡

石膏ボード（ひ素･ｶﾄﾞﾐｳﾑ含有）

製造業者による処分

（業者名：　　　　　　　  　　　　　　　）

管理型処分場

小名浜吉野石膏(株)いわき工場

日東石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(株)八戸工場  

継手

特別管理産業廃棄物については廃棄物処理法に規定する｢特別管理産業廃棄物

保管基準｣に従い保管する｡

建物所有者（保管事業者）渡し

再生処理（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）ﾀｰﾙﾋﾟｯﾁ類 灯油 軽油

焼却処分（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

再生処理（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

中和処理（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

フロン　（　　　　　　　　　　　　）破壊 再生利用

ハロン　（　　　　　　　　　　　　）再生利用 保管

イオン化式感知器（放射線源）

製造所に返却

（製造所名：　　　　　　  　　　　　　　）

許可届出使用者又は許可廃棄業者に

委託して廃棄

六ふっ素化硫黄（ＳＦ6）ガス（　　　　　　　　  　　　）再利用 再資源化

特別管理産業廃棄物管理責任者の資格は,｢共仕･同解説｣ 1.3.2 建設副産物対策等の

責任者本文中の（2）2 ア｡イ｡ウ｡による｡

ｱｽﾍﾞｽﾄ含有吹付材

（　 　　　　　　　　　 ）ｱｽﾍﾞｽﾄ含有保温材等

（　 　　　　　　　　　 ）ｱｽﾍﾞｽﾄ含有成形板

分析調査

吹付材､保温材の試料   ３箇所    10　／個所

成形板その他の試料    ３箇所   100　／個所

なお吹付材に関しては１ﾌﾛｱの施工面積が3000  以上の場合は600  ごとに

試料を採取する｡ 

粉じん濃度測定

作業場外部の付近

作業場内

測定3 作業場内

測定4 負圧･除じん装置の排出吹き出し口

測定5 作業場外

測定6

測定7

測定8

作業場内

作業場内

作業場外部の付近

除去を直接行う専門工事業者については工事に相応した技術を有することを証明

する資料を監理者に提出する｡

1） 除去工法

6.3.2 (a) による｡

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

手ばらし

2） 除去物及び汚染物等 6.3.2 (b)

密封処理（二重袋梱包）

セメント固化

なお隔離養生に用いたｼｰﾄ､使用した使い捨て保護衣､高性能真空掃除機ﾌｨﾙﾀ

除じん機ﾌｨﾙﾀ等もこれによる｡

1） 除去工法

手ばらし

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

『ｱｽﾍﾞｽﾄ含有成形板』,『ｱｽﾍﾞｽﾄ含有断熱材･耐火被覆板』の廃棄物分類は､

特別管理産業廃棄物に該当しない｡｢がれき類｣あるいは｢ｶﾞﾗｽくず,ｺﾝｸﾘｰﾄくず

及び陶磁器｣に該当する｡マニフェストの備考欄等にそれぞれの廃棄物名を

明示し､安定型処分場に処分する｡

行う 行わない

特別管理産業廃棄物等がある場合は､５章 ［特別管理産業廃棄物等の処理等］ 及び

６章 ［アスベスト含有建材の除去等］による除去及び回収を行う｡

解体手順は以下による。但しこれにより難い場合は監理者と協議のこと。

1） 建築設備

2） 内・外装材

3） 屋根葺材等

4） 躯体

5） 基礎・杭その他

6） 構内舗装等

7） 地下埋設物、埋設配管

残置（種別、杭径等は図示による。）

引抜工法 

高強度PC杭等 （専門工場で分別解体）

破砕

ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ等

樹木伐採抜根 樹木移設

地下埋設物 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

埋設配管等 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

｢図示｣

埋戻し （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

盛土   （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）購入土

購入土

設ける   (位置、延長等は図示) 設けない

万能鋼板      （ H=       ） 波形鉄板   （ H=       ）

防音パネル   （ 　       ）

単管シ－ト   （          ）

メッシュ金網 （          ） 養生シート （          ）

配置する  　（ 延べ１０人）

H=

H=

H= H=

設ける

配置しない

既存建物内の一部を使用する。

構内に新設する    ( 　　　　　　　　　　　　　　　　　）

備品類    （                                          ）

規模 程度

設けない

現場表示板 （監理者の指示する場所）  ｢ 設置枚数            ｣枚

その他法令等による表示板 （監理者の指示する場所）

構内既存の施設 利用できる( 　　　　　　　　）有償 無償 利用できない

構内既存の施設 利用できる( 　　　　　　　　）有償 無償 利用できない

指定する( 図示 )

酸素、アセチレン、軽油等の危険物は所定の位置で施錠できる小屋等に保管すること。

指定しない

作業通路は、指定通路表示を行い、足場等の堅固なもので頭上の保護を行うこと。

完成写真 作成する

分　類 サイズ 撮影個所数 部数 提　出　様　式

カラ－ Ｌ 部 工事用ｱﾙﾊﾞﾑA4版ﾎﾟｹｯﾄ式程度

２Ｌ 箇所    　枚

白黒 六切り 部 フリ－アルバム

(台紙寸法 323 \U+00D7 270程度)

作成しない

解体工事について 次により保険に付す。

保険の種類： 請負業者賠償責任保険

保険期間  ： 工事着手から工事目的物引き渡しまで

（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

請負者は電波法令を遵守し、不法無線局を搭載した車両を使用してはならない。

a.

b.

1）

特記事項で 　印、　印、　印のある場合の適用は下記による。2）

印のついたものを適用する。

印のない場合は､ ※印のものを適用する。

印と 　印ある場合は､共に適用する。

設計図書に関する優先順位は次による｡

質問回等書1）

現場説明書2）

特記仕様書3）

図面4）

建築物解体工事共通仕様書･同解説5）

工事着手前に、解体建物内外共の事前調査を十分に行い､事故防止及び環境保全に十分

配慮した解体工法並びに建設廃棄物の処理等について具体的に定めた施工計画書を

監理者に提出する｡

工事着手前に近隣住民等ヘ周知するとともに隣接地の家屋等調査を行うこと。

事後調査により本解体工事に起因する損害が発見された場合については、速やかに

監理者に報告するとともに、請負者の負担において従前の状態ヘ復旧するものとする。

工事に伴う官公庁への届出等の手続き(その費用を含む。)及び工事用電気・水道の使用に

係る費用は、請負業者の負担とする。

建築物の除却届等の許可申請及び届出（｢標仕･同解説｣表1.2）については

請負者が所定の手続きを行うこと。

工事にあたっては、近隣住民や通行人に対する安全の確保に努めること。

工事にあたっては、騒音規制法、振動規制法等の関係諸法令を遵守し、必要な措置を

講ずること。(騒音測定調査及び振動測定調査報告書を提出する)

工事による発生材は、産業廃棄物処理法、建設リサイクル法等の関係諸法令を遵守し、

監理者の承認を得て処分すること。

請負業者は監理者と随時打合せを行い工程の確認・調整及び工事の円滑な進捗を図ること。

工事施工中に予期せぬ事態や疑義が生じた場合は、監理者に報告の上、指示に従うこと。

(  汚染土壌､不発弾､有毒ガス､埋蔵文化財､電波障害等                           )

解体施工に携わる下請人が解体工事業の登録を行っている場合は､｢建設リサイクル法｣で

定める技術管理者について資格を証明する資料を監理者に提出する｡

適用する 適用しない

関連工事による 有 (内容 ：　　　　　　　　　　　　　）

施工時期の調整 無

施工時期･時間の制限 指定あり (内容 ：　　　　　　　　　　）

指定なし

工事用車両の駐車場所 有 (図示) 無

資機材置き場所 有 (図示) 無

その他 有 (内容 ：　　　　　　　　　　　　　）

建築基準法、労働安全衛生法、その他関係法令等によるほか、「建設工事公衆災害防止

対策要綱」に従うとともに、「建築工事安全施工技術指針」を参考に、常に工事の安全

に留意して現場代理人が管理を行い、施工に伴う災害及び事故の防止に努める。

コンクリート破砕片や鉄筋、鉄骨の切断片等の飛散により、第三者及び作業員に危害を

与えないよう、解体作業区域を関係者以外の立ち入り禁止区域とし、必要に応じて

監視員を置くなどの措置を講じる。

工事現場のイメージアップ

行う （内容  ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

行わない

引渡しを要するもの　（                                               ）

監理者の指示した事項及び監理者と協議した結果について記録を整備する｡

以下については施工の記録､工事写真等を整備する｡

全般的な解体工事の状況及び建設副産物処理1）

3.2.1［事前措置］､3.3.1［解体手順］の各段階における施工が完了した場合2）

3）

中間技術検査

行う

行わない

実施回数（　　　　　　） 時期（　　　　　　　　     ）

完成原図 部

マイクロフィルム 部

青焼２つ折製本 部

部

部

建築物解体工事共通仕様書･同解説において｢監理者職員｣とあるのは全て監理者と読み替える｡

施工の適切なことを証明する必要があるとして､監理者の指示を受けた場合

ダイオキシン （　　　　　　　　　　）対象：焼却炉、 濃度分析 処分

監修建築物解体工事共通仕様書･同解説平成18年版(以下｢共仕･同解説｣という)による｡

その他　　 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

山口県下関市南部町1番1号

下関市

商業地域

ー

ー

ー ー

ー

南東(市道)竹崎園田線,　北(市道)田中町11号線

高低差あり(敷地現状図参照)

南東:Ｗ=18.0m　　北:Ｗ=18.0m

本庁舎（出納室・会議室）

本庁舎北側増築部

3階　

8.1ｍ

 1.4ｍ

RC

直接基礎

7.4ｍ

120.00

1

2

3

仕上げ表による

仕上げ表による

353.90

113.90

120.00

120.00

・ 電気、給排水、空調、昇降機設備一式を法令に従い適切に解体、撤去すること。

別途協議による

（計画敷地のみ）

（計画敷地のみ）

別途指示 別途指示

・外構整備工事に伴い、高圧引込ルートの変更を行う。

・外構整備工事に伴い、外灯の移設を行う。

・解体工事に伴い、機器類の撤去を行う。（配管配線撤去は建築工事）

・解体工事に伴い、既存電灯設備、弱電設備の配線切り離しを行う。

・解体工事に伴い、電灯分電盤の撤去新設を行い、既存機器への電源供給を行う。

・１階警備室、宿直室に呼出し用インターホンを設置し、警備室横出入口電気錠と連動を行う。

・ 解体、撤去の後、本庁舎側の外壁塞ぎ。

・ １階警備室前のステンレス製建具の錠を電気錠に改修。

設計番号 図面番号

１

縮尺 日付 Ｎｏ

A3:

00

00

154834

2015 02

特

設計者 検証者法適合確認欄

未定

第******号

設備設計一級建築士 本庁舎北側増築部解体及び北側車路整備工事

図面名称 A1:一級建築士事務所 福岡県知事登録  第1-10078号
渡辺　和幸

第286776号

一級建築士

葉村　幹樹

第333763号

一級建築士

渡辺　和幸

第286776号

一級建築士

２ｍ

２ｍ

２ｍ

３ｍ ３ｍ

ｋｇ

ｋｇ

ｍｍ

※

※

※

※

※ ｃｍ３

※
２ｍ ２ｍ

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

２ｍ

※

※

※

※
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※

※

※

※

※

※

※

※

※

ｃｍ２

２ｍ

２ｍ

1

2

青焼縮小（Ａ３版）　完成図

青焼Ａ４版折製本　発注図

1

2.0

3.6 2.0

シ－トゲ－ト  （ W=       H=       ）  　　　　　　個所

パネルゲ－ト  （ W=       H=       ）  　　　　     個所1

防音シート （          ）H=8.5

※全ての図面　元図サイズA2

本庁舎北側増築部解体及び北側車路整備工事

建  築  主

用 途 地 域 等

主  用  途

総 建 築 面 積

延 べ 床 面 積



















設計番号 図面番号

１

縮尺 日付 Ｎｏ

A4:
00

154834

2015 02

K

02

設計者 検証者法適合確認欄

A2:

本庁舎北側増築部解体及び北側車路整備工事

未定

第******号

設備設計一級建築士

渡辺　和幸

第286776号

一級建築士

葉村　幹樹

第333763号

一級建築士

渡辺　和幸

第286776号

一級建築士

一級建築士事務所 福岡県知事登録  第1-10078号

09

矩計図(１階)(解体工事)






